
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鴻巣市障がい者活躍推進計画 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年３月 



 

 

－ 目 次 －  

 

Ⅰ 策定にあたって 1 

１ 策定趣旨・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1 

２ 策定主体・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1 

３ 計画期間・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1 

４ 周知・公表・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・2 

 

Ⅱ 本市における障がい者雇用等の状況 2 

１ 障がい者採用の実施状況・課題・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・2 

２ 職場定着の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・2 

３ 障がい者雇用率の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・2 

４ 職員アンケート結果・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・3 

５ 今後の課題等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・4 

 

Ⅲ 数値目標 5 

 

Ⅳ 障がい者の活躍推進に向けた取組 5 

１ 障がい者の活躍を推進する体制整備・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5 

２ 障がい者の活躍の基本となる職務の選定・創出・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・6 

３ 障がい者の活躍を推進するための環境整備・人事管理・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・6 

４ その他・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・7 

 

＜「がい」の字について＞ 

本計画では、障がいや障がい者など、「害」の字ではなく「がい」の字を用いています。 

なお、法律名や事業名等の決まった名称のあるものは、「害」の字を用いているところもあります。 
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Ⅰ 策定にあたって 

 

１ 策定趣旨  

令和元年６月に障害者の雇用の促進等に関する法律（以下「障害者雇用促進法」という。）が改正され、国及

び地方公共団体が率先して障がい者を雇用する責務が明示されるとともに、厚生労働大臣が作成する指針に

即して、「障害者である職員の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する計画（以下「障害者活躍推

進計画」という。）」を作成することとされました。 

障がい者の活躍とは、「障がい特性や個性に応じて能力を有効に発揮できること」であり、障がいのあるなし

にかかわらず、全ての職員が活躍できるよう、市役所全体を挙げて取り組んでいくことが重要です。なお、障が

いのある職員も自助努力の視点を持ち、お互いが相手の立場に立って相互協力の姿勢で臨むことも大切であり

ます。 

そこで、障がい当事者の視点に立つとともに、「第２次鴻巣市障がい者計画」に掲げる「障がいのある人とない

人が等しく地域の中で自立し社会の一員として共に生きる社会」の実現という視点を踏まえ、このたび、「鴻巣市

障がい者活躍推進計画」を策定しました。 

本計画の着実な実行を通じて、障がいのある職員を含む全ての職員が働きやすい職場づくりを推進します。 

 

２ 策定主体  

本市では、各任命機関の職員採用に当たり市長が一元的に採用活動を行っている実情に鑑み、市役所全体

で障がい者の活躍推進に向けた取組を推進する必要があるため、各任命権者が連名で計画を策定します。 

ただし、各任命権者は、計画の策定や障がい者である職員の職業生活における活躍の推進に当たり、自律

的に取り組むこととします。 

 

３ 計画期間  

○ 令和２年度から令和６年度までの５年間を計画期間とします。 

○ 計画期間内においても、毎年度、取組状況等を把握・検証し、必要に応じて計画の見直しを行います。 
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４ 周知・公表  

○ 策定又は改定を行った計画は、庁内イントラネットへの掲載等により、全ての職員に対して周知するととも

に、市のホームページに掲載するなど、適切な方法で公表します。 

○ 数値目標の達成状況及び計画に掲げる取組の実施状況等についても、毎年度、周知・公表します。 

 

Ⅱ 本市における障がい者雇用等の状況・課題  

 

１ 障がい者採用の実施状況  

○ 本市では、法定雇用率の達成を目的として、従前より一般事務職の採用試験において、身体障がい者の特

別枠を設けて採用試験を実施してきました。 

○ 平成２７年度から令和元年度までの５年間における、身体障がい者枠の採用試験受験者数は、下表のとお

り少数となっており、採用が難しい状況が続いています。なお、令和元年度には受験可能年齢を拡大すること

で受験者数の増加を図りました。 

【一般事務職（身体障がい者）受験者数の推移】 

 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

受験者数 

（うち合格者） 

１人 

（０人） 

３人 

（０人） 

２人 

（０人） 

０人 

（０人） 

４人 

（２人） 

 

２ 職場定着の状況  

○ 障がい者の活躍を推進していくためには、積極的な採用に取り組むとともに、障がいのある職員が安心して

働ける職場環境づくりが重要です。 

○ 本市で、直近１０年間に障がい者枠で採用された職員に退職者はいないため、職場定着率は１００％となっ

ています。 

 

３ 障がい者雇用率の状況  

○ 障害者雇用促進法では、地方公共団体の責務として、「自ら率先して障がい者を雇用するように努めなけれ

ばならない」とされ、障がい者の雇用の確保に向けて、民間企業等よりも高い法定雇用率が設定されていま

す。 
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○ 本市の市長部局、教育委員会の法定雇用率（各年度６月１日現在）は次のとおりです。 

【市長部局】 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

実雇用率 

（法定雇用率） 

２．４７％ 

（２．３％） 

２．３％ 

（２．３％） 

２．５３％ 

（２．３％） 

２．５１％ 

（２．５％） 

２．５６％ 

（２．５％） 

【教育委員会】 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

実雇用率 

（法定雇用率） 

３．０３％ 

（２．３％） 

３．１７％ 

（２．３％） 

３．０８％ 

（２．３％） 

２．７４％ 

（２．５％） 

２．６８％ 

（２．５％） 

 

４ 職員アンケート結果  

○ 障がいのある職員が働きやすい環境を作り、今後の定着支援を図るため職場環境等に関するアンケートを

実施し、職場環境等の満足度を調査しました。 

▼設問 1  市役所は、あなたにとって働きやすい職場ですか？（総合評価） 

 

 

 

 

▼設問 2  市役所内で障がい者雇用に関する理解が進んでいると思いますか？ 

 

 

 

 

▼設問 3  市役所内の職場環境（機器、休憩ｽﾍﾟｰｽ、導線の確保等）が整備されていると思いますか？ 

 

 

 

 

 

 

40.0% 10.0% 30.0% 20.0% 0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

そう思う どちらかというとそう思う 普通 どちらかというとそう思わない そう思わない

30.0% 30.0% 10.0% 30.0% 0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

そう思う どちらかというとそう思う 普通 どちらかというとそう思わない そう思わない

30.0% 20.0% 10.0% 30.0% 10.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

そう思う どちらかというとそう思う 普通 どちらかというとそう思わない そう思わない
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▼設問 4  市役所の人事・服務・休暇等に関する制度は整っていると思いますか？ 

 

 

 

 

▼設問 5  相談体制等の職場環境（遠慮なく相談できる環境、相談方法の周知等 ）が整っていると思い

ますか？ 

 

 

 

 

▼設問 6  勤務する上での障がいへの配慮（障がい特性に合った業務分担・業務指示等）は十分です

か？ 

 

 

 

 

 

５ 今後の課題等  

○ 直近５年間において、各年度６月１日現在の障害者の実雇用率は法定雇用率を達成している状況ですが、

雇用環境を取り巻く状況の変化から、目標とする障がい者雇用率の達成に関しては以下の４点が今後の課

題及び検討すべき事項として挙げられます。 

 

 

 

 

 

 ➡ 今後退職予定の障がいのある職員を補充するため、計画的に障がい者の採用が必要なこと 

 ➡ 平成３０年４月１日から法定雇用率が２．５％に引き上げられ、令和３年３月末までに、さらに、０．１％

の引き上げが予定されていること 

 ➡ 会計年度任用職員制度の導入に伴い、実雇用率算定の対象職員が増加するため、実雇用率低下が

見込まれること 

 ➡ 職員アンケート結果からは、職場環境（機器、休憩スペース、導線確保等）の整備が求められている

こと 

40.0% 30.0% 20.0% 10.0%0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

そう思う どちらかというとそう思う 普通 どちらかというとそう思わない そう思わない

40.0% 20.0% 10.0% 30.0% 0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

そう思う どちらかというとそう思う 普通 どちらかというとそう思わない そう思わない

50.0% 10.0% 10.0% 30.0% 0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

そう思う どちらかというとそう思う 普通 どちらかというとそう思わない そう思わない
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Ⅲ  数値目標  

○ 市長部局及び教育委員会における実雇用率の目標は、下表のとおりです。 

【市長部局】 現状値 

（令和元年６月１日現

在） 

 目標値 

（令和６年６月１日現

在） 

実雇用率 

 

２．５６％ 

 

➡ ２．６％以上を維持 

 

【教育委員会】 現状値 

（令和元年６月１日現

在） 

 目標値 

（令和６年６月１日現

在） 

実雇用率 

 

２．６８％ 

 

➡ ２．６％以上を維持 

 

     ※常時勤務する職員から除外職員を除いた職員の数が４０人未満の場合、１人以上の対象障がい者である職員を任用

すべき義務を生じないため、対象職員数が４０人未満の機関については数値目標を設定しない。 

 

Ⅳ 障がい者の活躍推進に向けた取組  

 

１ 障がい者の活躍を推進する体制整備  

（1） 推進体制  

○ 各機関の任命権者ごとに障害者雇用推進者を定め、下図の体制で障がい者の活躍を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

推 
 

進 
 

体 
 

制 

市 長－障害者雇用推進者（総務部長） 

鴻巣市議会議長－障害者雇用推進者（事務局長） 

鴻巣市選挙管理委員会－障害者雇用推進者（事務局長） 

鴻巣市教育委員会－障害者雇用推進者（教育部長） 

 

鴻巣市代表監査委員－障害者雇用推進者（事務局長） 

鴻巣市農業委員会－障害者雇用推進者（事務局長） 

統 括 
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（2） 相談体制  

○ 総務部職員課等に「障害者職業生活相談員」を配置し、障がいのある職員からの相談窓口を設置しま

す。なお、他の機関からの相談についても横断的に受け付けることとします。 

○ 障害者職業生活相談員は、障がいへの理解を深めるため、ハローワーク等が実施する研修を受講するよ

うに努めます。 

○ 障がい者雇用にあたっては、埼玉労働局障害者雇用対策課、ハローワーク大宮・行田等の外部関係機

関と協力・連携を図ります。 

（3） 障がい理解の促進  

 ○ 管理監督者を対象に、人事評価評価者研修等の場面を活用し、障がいのある職員への理解・配慮に係る

内容を盛り込んだ研修を実施します。また、新規採用職員に対しても障がい理解に係る研修を実施します。 

 

２ 障がい者の活躍の基本となる職務の選定・創出  

○ 障がいのある新規採用職員については、採用前に障がいの特性や能力、希望等を踏まえ、本人に適した業

務等を確認するためのヒアリングを行います。また、必要に応じて産業医の意見を聴取します。 

○ 年１回実施している自己申告書の中で、職員の障がい特性や能力、希望等を把握し、必要に応じて面談を

行うとともに、業務との適切なマッチングを図っていきます。 

 

３ 障がい者の活躍を推進するための環境整備・人事管理  

（1）職場環境の整備  

○ 障がいの特性に配慮したハード面（多目的トイレ、スロープ、エレベーター、休憩室、通路幅の確保等）の

整備を推進します。 

○ 所属長は、鴻巣市職員人事評価実施要領に基づく期首面談、期末面談の際等に障がいの特性や能力、

希望等を把握するように努め、合理的配慮の提供を行います。 

（2）職員の採用等の人事管理  

○ 職員の採用等を行うにあたっては、厚生労働省が示している「障害者差別禁止指針」及び「合理的配慮指

針」等を十分に踏まえて対応します。 

○ 募集にあたっては、特定の障がいを排除し、又は特定の障がいに限定せず、広く募集を行います。 
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○ 障がい者雇用の推進及び実雇用率向上のため、年齢要件等の募集要件を拡大することを検討します。

また、任期付職員や会計年度任用職員といった多様な任用形態での障がい者枠採用を検討します。 

○ 採用選考実施にあたっては、障がい者からの要望を踏まえて、拡大印刷や点字試験の実施、手話通訳

者を配置するなど合理的な配慮を行います。 

○ 自己申告書や人事担当者の声かけ等を通じて、障がいのある職員の状況を把握し、体調面で必要な配

慮に努めます。 

 

４ その他  

○ 「国等による障がい者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律」に基づく障がい者就労施設

等への発注等を通じて、障がい者の活躍の拡大を推進します。 

 

 

 


